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I.は じめに

　近年、新卒看護職員の早期離職が問題 となっている。

「2004年　新卒看護職員の早期離職等実態調査報告書」1)

(日本看護協会)に よれば、2003年 度採用の新卒看護職員

の平均離職率は8.8%で あり、新卒看護職の職場定着を困

難にしている要因として、基礎教育終了時点での能力 と

職場で求められる能力 とのギャップや看護職員 に対 して

求められる能力が従前 より高 くなっていることなどが報

告 され、新卒看護職員に対する教育 ・研修の充実と採用

側 と応募側の希望がマッチ した雇用の促進 ・職場定着の

取 り組みの必要性が指摘 されている。

　青森県においては新卒看護職員の早期離職 とともに、

新卒看護職の新規採用が少 ない現状から、本学卒業生の

県内就職率の向上 と新卒看護職員の定着を促進すること

が必要である。

Ⅱ.目 的

　県内医療機関における新卒看護職員(以 下、新人)に

対する教育研修の現状 と募集や採用に関する取 り組みの

現状 を明 らかにする。

Ⅲ.研 究方法

　 1.対 象者:青 森県総看護師長会のメンバーで、事前

　　の協力依頼で承諾を得ることができた県内医療機関

　　の看護部門長　81名

　 2.調 査期間:平 成18年1月15日 ～1月31日

　 3.方 法:調 査協力の承諾が得 られた医療機関の看護

　　部門長宛に調査票を郵送 し、個別の返信用封筒にて

　　回収 した。調査内容は施設概要、看護部門における

　　教育プログラム、新人の教育体制や離職について選

　　択および記述により回答 を求め、新人教育における
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問題点等 については自由記載 とした。

4.倫 理的配慮:調 査への協力については自由意思で

あること、プライバシー保護等 について文書 にて説

明し、調査票の回収を持 って同意 を得たものとした。

研究にあたっては、研究者の所属機関の倫理審査を

受けた。

Ⅳ

.結 果

　 1.調 査票の回収数は73で 、回収率は90.1%で あった。

　 2.施 設概要について

　　　設置主体 別で は、公立お よび公 的医療機 関が

　　38.4%、 その他(法 人お よび個人)が57.5%で あっ

　　た。規模別では、100～199床 が39.7%と 一番多 く、

　　次 いで99床 以 下24.7%、200～299床20.5%で あ っ

　　た。職員募集 に対する取 り組み として、採用のため

　　の募集要項がある施設は67.1%、 インターネットに

　　 よるホームページで就職情報を公開 している施設は

　　43.8%、 就職希望者に対する施設見学 を実施 してい

　　る施設は50.7%で あった。平成17年 度における対象

　　施設の採用者総数に占める新人の割合は36.6%に す

　　 ぎず、63．4%は 既卒者採用であった。

　 3　 教育プログラムについて

　　　看護部門の人材育成の方針について7つ の選択肢

　　から優先順位の高い順に3つ 選択 して もらったとこ

　　ろ、「組織理念 に沿った人材育成」とする ところが

　　 83.6%と 最 も多 く、次いで「技術獲得に重点を置 く」

　　 60.3%、 「個々の希望に沿った教育」58.9%で あった。

　　教育担当者 を専任で配置 しているのは2.7%、 兼任は

　　 58.9%で 、担当者がいないところは31.5%で あった。

　 4　 新人の教育体制や離職について

　　　新人教育プログラムを有 している施設は69.9%、

　　有 していない施設は28.8%で あった。300床 以上の

　　全ての施設では、新人教育プログラムを有 してお り、

　　 300床 未満の施設の うち33.9%は 有 していなかった。

　　 また、例年の新採用者の人数が10名 以下の施設の う

　　 ち約30%の 施設では、新人教育 プログラムを有 して

　　いないことがわかった。新人の教育体制として1対

　　 1で 指導にあたる期間を尋ねたところ、「2週 間以上

　　 1か 月未満」と回答 した ところが45.2%と 一番多

　　かった。また、新人が最初に夜勤に入る時期につい

　　 て尋ねたところ、「入職後3か 月以降」と回答 した施

　　設が42.5%と 一番多 く、次いで「入職後1か 月以上2

　　か月以内」とする回答が30.1%で あった。新人の初め

　　 ての夜勤に指導者がつ く回数では、一番多いのは「2

　　 回」39.7%、次いで「3回 以上」24.7%で あった。平成

　　 17年 度の新規採用者の うち、アンケー ト実施時点 ま

　　 での新規採用者の退職の有無について尋ねたとこ

ろ 、 退 職 者 あ りの 施 設 は27.4%、 退 職 者 な しの 施 設

は61.6%で あ っ た 。新 規 採 用 者 の 退職 理 由 と して 「健

康 上 の 理 由」21.9%、 「同僚 との 人 間 関係 」17.8%、 「結

婚 や 出 産 」16.4%、 「勤 務 体 制 が 過 酷 」6.8%で あ った 。

Ⅴ.考 察

　 1.県 内医療機関における新人の教育研修の現状

　　調査の結果、新人教育プログラムを有 していない施

　設は約3割 で、特に年間の採用者数が10名 以下の施設

　に多いことがわかった。 日本看護協会による報告で指

　摘 されているように、新人の教育研修の充実や業務の

　進め方に関する適切 な助言が必要な現状を考慮す る

　 と、採用者が少ない施設において効率的な新人教育プ

　ログラムを準備する必要があると考えられる。少人数

　採用施設用の新人教育プログラムの開発や複数施設共

　同による新人教育の実施、職能団体や大学等による教

　育担当者研修会の開催等が具体策 として考えられる。

　 また、調査対象施設における約3割 の施設において、

　早期離職があることがわかったが、少子化の影響によ

　 る看護の労働力不足が必至であることなどから、職場

　定着のための方策は今後ます ます必要であるといえ

　 る。

　 2.県 内医療機関における募集や採用に対する取 り組

　　みの現状

　　平成17年 度看護関係統計資料集2)に よると、県内の

　看護基礎教育機関の卒業生は、看護師と准看護師を合

　わせて667名 である。本調査では、対象施設の新規採用

　者総数604名 のうち新人は221名 であったが、これは県

　内の看護基礎教育機 関の卒業生の約3分 の1に 相当

　 し、約3分 の2は 県外へ就職 しているのが現状である

　 と理解できる。県内では、募集要項やホームページで

　就職情報を公開している医療機関は3～5割 程度にと

　 どまり、募集要項が基礎教育機関に届 くのが9月 から

　 11月 であることを考えると、県内就職を希望する学生

　 にとって、就職情報を得る機会が少なく、情報入手 ま

　でに時間がかかっていることがわかる。 日本看護協会

　 による報告書でも、職場選択のミスマ ッチを防 ぐため

　 に、就職活動中の学生を対象に したインターンシップ

　制などの取 り組みが必要 となって くるだろうとの指摘

　があ り、今後は県内においても、事前の職場体験など

　 の積極的な職場情報の公開等による募集活動も必要で

　 はないかと考えられる。
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